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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　原子力施設における放射線管理区域を囲う構造壁に貫通孔を形成するための方法であっ
て、
　前記構造壁に対する貫通孔の穿孔位置周辺において、前記構造壁の内面又は外面の少な
くとも一方を覆う遮蔽部材を取り付け、前記貫通孔の穿孔位置における構造壁の内面又は
外面の少なくとも一方を密閉することにより、前記構造壁の内部と外部とを非連通状態と
しながら貫通孔を形成し、前記貫通孔内への放射線遮蔽材の充填が終了するまで前記非連
通状態を維持し、
　前記貫通孔の穿孔開始時には、前記遮蔽部材を前記構造壁の内面に取り付けて、前記構
造壁の外面側から穿孔を行い、
　前記構造壁の内部と外部とが連通状態となる前に、前記遮蔽部材を前記構造壁の外面に
取り付けて、前記構造壁の内面側から穿孔を行うことにより、貫通孔を形成することを特
徴とする原子力施設における放射線管理区域貫通処理方法。
【請求項２】
　前記貫通孔は、前記構造壁の耐震補強を行うための補強ボルト挿通孔であることを特徴
とする請求項１に記載の原子力施設における放射線管理区域貫通処理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、原子力施設の建屋補強工事等において、放射線管理区域の構造壁等に対して
貫通孔を形成するための方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　原子力施設で建屋の耐震補強を行う際に、放射線管理区域と外界を遮蔽している構造壁
に貫通孔を穿孔する場合には、放射線が建屋の外部に漏れないように対策を施す必要があ
る。一般的には、一時管理区域指定の許可をとり、大がかりな仮設計画を立てて工事を行
わなければならないが、貫通孔は直径が８０ｍｍ程度であり、１箇所の補強に対して多数
の貫通孔を穿孔する必要があるため、工期が長期化するととともに、施工費用も嵩む可能
性が高かった。
【０００３】
　原子力施設においては、放射線管理規定に基づいて厳重な管理を行い、建屋から外部に
放射線が漏れないようにして種々の作業を行うことが前提であるが、安全かつ迅速であり
、かつ広範囲にわたって十分な耐震補強工事等を行うためには、工期を短縮化するととも
に施工費用を節減するための工夫が望まれていた。
【０００４】
　従来、原子力施設の壁体に貫通孔を形成する際に、工期を短縮化するとともに施工費用
を削減し、十分な放射性物質閉じ込め機能及び放射線遮蔽機能をもって貫通施工を行うこ
とができ、さらに施工を容易かつ確実に行うことを目的とした技術が開示されている（特
許文献１参照）。
【０００５】
　この特許文献１に記載された技術は、原子力施設の放射性領域を区画するコンクリート
製の壁体に配管を貫通させる配管貫通構造であって、壁体の躯体コンクリート打設時の施
工により、その壁体に配管貫通用の開口部を形成するものである。すなわち、壁体の少な
くとも一方の外側面には、開口部の周縁に敷設された鋼製のコーナアングルに対して開口
部を塞ぐ配置で、配管挿通孔を有する鋼製のシール板を溶接によって固定する。壁体の躯
体コンクリート打設後の施工により、配管をシール板の配管挿入孔に挿通して溶接固着す
る。そして、配管の周囲を壁体の開口部内に充填した流動性かつ経時固化性の放射線遮蔽
材（モルタル）によって密閉するようになっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平１０－４８３８０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上述したように、原子力施設の耐震補強工事等においては、放射線の漏洩を防止するた
め、原子力施設の外界に仮設構造物等で一時管理区域を設け、放射線管理区域を拡張して
、その中で放射線管理規定に基づいた工事を行わなければならなかった。例えば、一時管
理区域には、酢酸ビニールシート、コンクリートパネル、軽量鋼板、単管パイプ等を利用
して小屋のような構造物を建築し、放射線の漏洩を防ぐことが一般的であった。
【０００８】
　しかし、上述したように、一時管理区域を設けた場合には、その設置や撤去に長時間を
要するとともに、施工費用が嵩むという問題があった。なお、上述した特許文献１に記載
された技術は、原子力施設を新たに建設する際の技術であり、これをそのまま、既設の原
子力施設に対する耐震補強工事等のように、既に放射線管理区域が設定されている建造物
に応用することはできない。
【０００９】
　本発明は、上述した事情に鑑み提案されたもので、放射線管理規定に基づいて放射線漏
れを確実に防止するとともに、簡易的な貫通処理により、工期の短縮化と施工費用の低減
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化を図ることが可能な原子力施設における放射線管理区域貫通処理方法を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の原子力施設における放射線管理区域貫通処理方法は、上述した目的を達成する
ため、以下の特徴点を備えている。すなわち、本発明の原子力施設における放射線管理区
域貫通処理方法は、原子力施設における放射線管理区域を囲う構造壁に貫通孔を形成する
ための方法に関するものである。この放射線管理区域貫通処理方法では、構造壁に対する
貫通孔の穿孔位置周辺において、構造壁の内面又は外面の少なくとも一方を覆う遮蔽部材
を取り付け、貫通孔の穿孔位置における構造壁の内面又は外面の少なくとも一方を密閉す
ることにより、構造壁の内部と外部とを非連通状態としながら貫通孔を形成し、貫通孔内
への放射線遮蔽材の充填が終了するまで非連通状態を維持する。
【００１１】
　このような構成からなる放射線管理区域貫通処理方法では、構造壁に穿孔を行う際に、
構造壁の内面又は外面のいずれか一方が必ず遮蔽された状態で貫通孔を形成する。例えば
、構造壁の外面側から穿孔を行う際には、構造壁の内面側を遮蔽し、構造壁の内面側から
穿孔を行う際には、構造壁の外面側を遮蔽する。そして、貫通孔が完成して、貫通孔内へ
補強ボルト等の施工部材の挿入が終了し、さらに、貫通孔内へモルタル等の放射線遮蔽材
が充填されるまで非連通状態を維持する。貫通孔内へ放射線遮蔽材が充填された後は、構
造壁の内部と外部は非連通状態となる。
【００１２】
　そして、貫通孔の穿孔開始時には、遮蔽部材を構造壁の内面に取り付けて、構造壁の外
面側から穿孔を行い、構造壁の内部と外部とが連通状態となる前に、遮蔽部材を構造壁の
外面に取り付けて、構造壁の内面側から穿孔を行うことにより、貫通孔を形成することを
特徴とするものである。
【００１３】
　このような構成からなる放射線管理区域貫通処理方法では、放射線管理区域である構造
壁の内面側を遮蔽して、構造壁の外面側から穿孔を行い、貫通孔がある程度の深度まで達
した後に、一般区域である構造壁の外面側を遮蔽して、構造壁の内面側から穿孔を行い、
貫通孔を完成させる。
【００１４】
　さらに、貫通孔は、構造壁の耐震補強を行うための補強ボルト挿通孔とすることが可能
である。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の原子力施設における放射線管理区域貫通処理方法によれば、貫通孔を穿孔する
構造壁において、穿孔位置周辺の構造壁の内面又は外面の少なくとも一方に、穿孔位置及
びその周辺を覆う遮蔽部材を取り付けることにより、構造壁の内部と外部とを非連通状態
としながら貫通孔を形成する。
【００１６】
　したがって、仮設構造物等を建造して一時管理区域を設ける必要がなくなり、放射線管
理規定に基づいて放射線漏れを確実に防止するとともに、簡易的な貫通処理により、工期
の短縮化と施工費用の低減化を図ることが可能となる。
【００１７】
　また、まず初めに、放射線管理区域である構造壁の内面側を遮蔽して、構造壁の外面側
から穿孔を行い、その後、一般区域である構造壁の外面側を遮蔽して、構造壁の内面側か
ら穿孔を行うことにより、放射線管理区域を確実に遮蔽することができ、さらに一層確実
に放射線漏れを防止することができる。
【００１８】
　また、構造壁の耐震補強を行うための補強ボルト挿通孔として貫通孔を利用することに
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より、多数の貫通孔を穿孔しなければならない耐震補強工事において、効果的に工期の短
縮化と施工費用の低減化を図ることが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明の実施形態に係る原子力施設における放射線管理区域貫通処理方法の手順
（穿孔工程）を説明する模式図。
【図２】本発明の実施形態に係る原子力施設における放射線管理区域貫通処理方法の手順
（補強ボルト挿通工程）を説明する模式図。
【図３】本発明の実施形態に係る原子力施設における放射線管理区域貫通処理方法の手順
（グラウト材充填工程）を説明する模式図。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　＜原子力施設における放射線管理区域貫通処理方法の概要＞
　以下、本発明の原子力施設における放射線管理区域貫通処理方法の実施形態を説明する
。本発明の実施形態に係る原子力施設における放射線管理区域貫通処理方法は、例えば、
原子力施設の建屋補強工事等において、放射線管理区域の構造壁等に対して補強ボルトを
挿通する貫通孔を形成するための方法である。すなわち、本発明の実施形態では、原子力
施設の建屋補強工事を行う際に、構造壁に貫通孔を穿孔する必要があるが、この際、構造
壁の内面又は外面のいずれか一方が必ず遮蔽された状態として、放射線管理区域と外界（
一般区域）とが連通状態となって建屋内の負圧が下がらないようにしている。
【００２１】
　以下、図面を参照して、放射線管理区域貫通処理方法について、順を追って説明する。
図１～図３は本発明の実施形態に係る原子力施設における放射線管理区域貫通処理方法の
手順を示すもので、図１は穿孔工程を示す模式図、図２は補強ボルト挿通工程を示す模式
図、図３はグラウト材充填工程を示す模式図である。
【００２２】
　＜貫通孔の穿孔工程＞
　貫通孔の穿孔工程は、構造壁に貫通孔を形成するための工程である。この貫通孔の穿孔
工程では、構造壁の外面側から穿孔を行う際に構造壁の内面側を遮蔽し、構造壁の内面側
から穿孔を行う際に構造壁の外面側を遮蔽する。この際、まず初めに、放射線管理区域で
ある構造壁の内面側を遮蔽して、構造壁の外面側から穿孔を行い、その後、一般区域であ
る構造壁の外面側を遮蔽して、構造壁の内面側から穿孔を行う。なお、貫通孔の形成位置
（コア抜き位置）は、事前の鉄筋埋設調査の結果を踏まえて決定する。
【００２３】
　まず初めに、図１（ａ）に示すように、構造壁１０の内面１２において、貫通孔２０の
穿孔位置周囲を覆うようにして、酢酸ビニールシート等の養生シート３０を貼り付けてパ
ック型養生を行う。なお、本実施形態で使用する養生シート３０は、酢酸ビニールシート
に限定されないが、作業位置を目視しながら作業を行うために、透光性を有する材料から
製造されたシート材であることが好ましく、また、グローブボックスと同様の機能を発揮
させるために、柔軟性又は可撓性を有している必要がある。この状態で、コア抜きカッタ
ー等の穿孔装置４０を用いて、構造壁１０の外面１１側から穿孔（コア抜き）を行う。本
実施形態では、貫通孔２０として補強ボルト挿通孔を形成するため、穿孔径は８０φとな
っている。
【００２４】
　次に、図１（ｂ）に示すように、構造壁１０が貫通状態となる前（例えば構造壁１０の
内面１２側から２０ｍｍ～３０ｍｍの位置まで穿孔した状態）で、構造壁１０の外面１１
側からの穿孔を終了する。そして、構造壁１０の外面１１側において、貫通孔２０の穿孔
位置の外周の適宜位置にアンカー５０を打ち込み、このアンカー５０を利用して、鉄板６
０を取付ボルト７０で取り付けて鉄板養生を行う。そして、図１（ｃ）に示すように、構
造壁１０の外面１１において、貫通孔２０の穿孔位置周囲を覆うようにして、養生シート
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３０を貼り付けてパック型養生を行う。
【００２５】
　次に、図１（ｄ）に示すように、構造壁１０の内面１２に行っていたパック型養生を取
り外し、構造壁１０の内側から残り部分の穿孔を行う。この穿孔作業は、例えば、タガネ
８０とハンマー９０を用いて、コンクリートをはつることにより行われる。この際、構造
壁１０の内面１２側において、貫通孔２０の穿孔位置よりも下側に、「はつりがら」を受
け止めるための受け止めシート１００を取り付けることにより、「はつりがら」が周囲に
飛び散らないようにすることが好ましい。
【００２６】
　次に、図１（ｅ）に示すように、構造壁１０に貫通孔２０が形成されて内外連通状態と
なると、構造壁１０の内面１２において、貫通孔２０の穿孔位置周囲を覆うようにして、
養生シート３０を貼り付けてパック型養生を行い、図１（ｆ）に示すように、構造壁１０
の外面１１に行っていたパック型養生を取り外す。
【００２７】
　＜補強ボルト挿通工程＞
　補強ボルト挿通工程は、完成した貫通孔２０内に補強ボルトを挿通して位置決めを行う
工程である。
【００２８】
　上述した貫通孔２０の穿孔工程が終了すると、図２（ａ）に示すように、構造壁１０の
外面１１側の鉄板６０にボルト取付金物１１０を取り付けた後、このボルト取付金物１１
０により補強ボルト１２０の一端部を支持して位置調整を行う。なお、本実施形態では補
強ボルト１２０が長尺であるため、構造壁１０の外部に設置した足場部材１３０に、補強
ボルト１２０の一端部を載置可能な単管パイプ１４０をセットしておくことが好ましい。
また、構造壁１０の内部側では、養生シート３０を介して、手で補強ボルト１２０を支え
ている。なお、密閉状態をより一層確実なものとするため、ボルト取付金物１１０のボル
ト取付位置は、粘土等の密閉材により密閉しておくことが好ましい。
【００２９】
　次に、図２（ｂ）に示すように、構造壁１０の外面１１において、貫通孔２０の穿孔位
置周囲を覆うようにして、養生シート３０を貼り付けてパック型養生を行う。この際、補
強ボルト１２０は、パック型養生の内部に位置している。そして、図２（ｃ）に示すよう
に、構造壁１０の内面１２に行っていたパック型養生を取り外し、図２（ｄ）に示すよう
に、構造壁１０の内面１２側において、貫通孔２０の穿孔位置の外周の適宜位置にアンカ
ー５０を打ち込み、このアンカー５０を利用して、鉄板６０を取付ボルト７０で取り付け
て鉄板養生を行う。さらに、構造壁１０の内面１２側の鉄板６０にボルト取付金物１１０
を取り付けた後、このボルト取付金物１１０に補強ボルト１２０の他端部を取り付け、構
造壁１０の内面１２及び外面１１において、補強ボルト１２０の余長を確認して調整を行
う。上述したように、密閉状態をより一層確実なものとするため、ボルト取付金物１１０
のボルト取付位置は、粘土等の密閉材により密閉しておくことが好ましい。
【００３０】
　次に、図２（ｅ）に示すように、構造壁１０の内面１２において、貫通孔２０の穿孔位
置周囲を覆うようにして、養生シート３０を貼り付けてパック型養生を行う。この際、補
強ボルト１２０は、パック型養生の内部に位置している。そして、図２（ｆ）に示すよう
に、構造壁１０の外面１１に行っていたパック型養生を取り外す。
【００３１】
　＜グラウト材充填工程＞
　グラウト材充填工程は、補強ボルト１２０を挿通した貫通孔２０の内部をグラウト材１
５０により充填する工程である。本実施形態で使用するグラウト材１５０は、例えば、カ
ルシウム・サルフォ・アルミネート系膨張材を含有するセメント系の無収縮グラウト材１
５０である。
【００３２】
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　上述した補強ボルト挿通工程が終了すると、図３（ａ）に示すように、構造壁１０の外
面１１側から、グラウト材１５０を注入し、図３（ｂ）に示すように、養生期間（例えば
２４時間）が経過した後、グラウト材１５０の硬化を確認し、構造壁１０の外面１１に取
り付けたボルト取付金物１１０を取り外す。
【００３３】
　次に、図３（ｃ）に示すように、グラウト材１５０が注入不足となっている部分に再度
、グラウト材１５０を注入し、図３（ｄ）に示すように、再度、グラウト材１５０の硬化
を確認する。そして、グラウト材１５０の注入により、構造壁１０に形成した貫通孔２０
が完全に密閉されたことを確認して、図３（ｅ）に示すように、構造壁１０の内面１２に
行っていたパック型養生を取り外す。
【００３４】
　次に、図３（ｆ）に示すように、構造壁１０の内面１２に取り付けたボルト取付金物１
１０を取り外し、図３（ｇ）に示すように、構造壁１０の外面１１側で、補強ボルト１２
０の周囲における躯体面を調整した後、液状の樹脂・合成ゴム等からなる防水材１６０を
塗布あるいは吹き付けて、塗膜防水を行う。
【００３５】
　その後、図３（ｈ）に示すように、構造壁１０の内面１２において、貫通孔２０の穿孔
位置を密閉するようにしてビニールシート等の膜状部材１７０を取り付ける。ここで、構
造壁１０の内面１２側は負圧管理されているため、万が一、貫通孔２０の穿孔位置におい
て、構造壁１０の内面１２と外面１１とを連通する隙間等が存在すると、構造壁１０の外
面１１側から空気が流れ込んで膜状部材１７０が膨らむため、貫通孔２０の密閉性を容易
に確認することができる。すなわち、膜状部材１７０が膨らむか否かは、工事担当者及び
第三者が目視により容易に確認することができる事項であり、さらに一層確実に、貫通孔
２０の密閉性を担保することができる。
【００３６】
　＜他の実施形態＞
　本発明の原子力施設における放射線管理区域貫通処理方法は、上述した実施形態に限定
されるものではなく、適宜変更して実施することができる。例えば、建屋の構造壁に貫通
孔を形成する場合だけではなく、原子力施設において放射線管理区域として指定された区
域と外界（一般区域）とを遮蔽する壁状の部材に貫通孔を形成する場合に適用することが
できる。また、貫通孔は、補強ボルト挿通孔として利用するだけではなく、他の用途に利
用するものであってもよい。また、貫通孔の径、長さ等は、本発明の実施対象となる原子
力施設の態様に応じて、適宜変更することができる。
【００３７】
　＜従来工法との比較＞
　上述したように、本発明では、放射線管理区域と外界（一般領域）とを非連通状態とし
ながら貫通孔を形成するため、一時管理区域指定を行う必要がなくなり、施工時間の短縮
及びコスト低減を図ることができる。なお、本発明では、従来工法と比較して、作業工程
が多くなり、作業員の歩掛かりが増加する場合もあるが、一時管理区域の設置及び撤去の
手間や、材料費等を考慮すると、作業性に優れるとともに経済的でもある。
【００３８】
　また、従来の一時管理区域指定を行う工法では、貫通処理により発生したすべてのコン
クリート片を低放射性廃棄物として処理しなければならない。これに対して、本発明では
、放射線管理区域に面していない部分で撤去したコンクリート片は、一時管理区域を指定
していないため、一般廃棄物として処理することが可能となり、放射性廃棄物の低減を図
ることができる。
【符号の説明】
【００３９】
　　１０　構造壁
　　１１　外面
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　　１２　内面
　　２０　貫通孔
　　３０　養生シート
　　４０　穿孔装置
　　５０　アンカー
　　６０　鉄板
　　７０　取付ボルト
　　８０　タガネ
　　９０　ハンマー
　１００　受け止めシート
　１１０　ボルト取付金物
　１２０　補強ボルト
　１３０　足場部材
　１４０　単管パイプ
　１５０　グラウト材
　１６０　防水材
　１７０　膜状部材

【図１】 【図２】
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